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1．本研究の背景 
要介護者を社会全体で支援する仕組みとして、2000 年 4 月に介護保険制度が導入され、
在宅ケアを必要とする要介護者は急増している。日常生活で介護が必要となった障害者や
高齢者においては、家族の支援が不可欠であり、在宅生活継続のためには主介護者の身体
的および精神的な負担に配慮が必要である。家族介護者の介護負担には、さまざまな要因
が関連しており、これらの要因に対して包括的に働きかけることで介護者の身体的、精神
的な負担軽減のための方略を明確にすることが重要であると考える。 
そこで本論文では、家族介護者の介護負担感に着目して、介護負担感に関連する要因を
明らかにし、さらに介護負担感の軽減や心理状態の安定を図るための介入プログラムを提
案して、その効果を検証することを目的とした。本論文の概要を以下に示す。 
 
2．Bedside Mobility Scale の開発 
在宅で生活する要介護者においては、特に重度な機能障害を有する要介護者の評価方法
を確立する必要である。要介護者の基本動作能力を評価するために Bedside Mobility Scale
を作成し、その信頼性と妥当性を検証した。内容妥当性を満たした 10 項目からなる Bedside 
Mobility Scale を作成し、在宅にて理学療法士または作業療法士の訪問によるリハビリテー
ションを実施していた 163 名を対象として、動作・移動能力評価を行った。分析の結果、
この指標には高い検者内および検者間信頼性が得られた。また、この指標は日常生活活動
能力や日常生活自立度と有意な関連を持ち、特に重度要介護者の動作能力評価に適してお
り、臨床的意義が高いと考えられた。この指標を含めた要介護者の動作能力の評価から介
護者の負担感や精神状態に影響するさまざまな要因について、検証を進めていく必要があ
ると考えた。 
 
3．介護負担感に関与する要因と相互関係性 
在宅で訪問によるリハビリテーションを実施していた要介護者とその家族介護者 78 組
156 名を対象として、介護負担感に関与する要因を横断的な分析により検証した。その結果、
介護負担感の低い群の要介護者では、介護負担感の高い群に比べ、良好な基本動作能力、
日常生活動作能力を有しており、介護負担感の低い群の主介護者では、介護負担感が高い
群に比べて、介護を手伝ってくれる人や介護相談ができる人を有する割合が有意に多く、
主観的幸福感も有意に高い結果であった。要介護者の日常生活動作能力や基本動作能力は
介護負担感に影響を与える一因であることを示唆しており、また、介護協力者や介護相談
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者の有無も介護負担感と関係し、介護負担感が高い主介護者では主観的幸福感が低いこと
が示された。さらに、これらの介護負担感に関与する諸要因の相互関係について、要介護
者とその家族介護者 49 組 98 名に再調査を行い、共分散構造分析によるモデル適合度を判
定した。その結果、要介護者の機能状態が介護負担感に関与し、介護負担感および介護者
の体力は介護者の介護生活を継続していく自信の程度と主観的幸福感に影響を与える要因
である可能性が示唆された。介護者の介護負担感の軽減や心理状態の安定に向けた取り組
みでは、これらの要因に対して包括的に働きかける必要があると考えられた。 
 
4．家族介護者に対する介入プログラムの効果 
要介護者を在宅で介護する家族を対象として、介護方法や介護に関する情報提供を行い、
介護者の負担感の軽減や心理状態の向上が可能か検討した。介入は、要介護者の介護度を
層化して、対象者を無作為に対照群と介入群に分類し、介入群に対して個別介入を 3 か月
間実施した。介入の実施は、訪問によるリハビリテーション時に行い、1 回の介入は 5 分間
程度とし、その他のサービスは両群とも継続した。介入後調査を完遂した家族介護者（対
照群 10 名、介入群 11 名）を分析した結果、介護者の主観的幸福感が、対照群では低下した
のに対して、介入群では維持されており、有意な交互作用を認めた。この結果は、家族介
護者に対する個別介入が、介護者に対する主観的幸福感に良好な影響を与えることを示唆
し、家族介護者へ対する支援の重要性が確認された。 
 
以上より、介護負担感には、要介護者の身体機能、介護者の主観的幸福感、介護を継続
していく自信の程度、介護者の体力などの要因が直接的、または間接的に関連しており、
これらの相互関係性をふまえ、介護に関する社会支援情報や介助方法、介護者向け体操な
どの家族介護者のニーズに合わせた個別支援による教育プログラムは、心理状態の安定に
有効であることが示された。要介護者ならびにその家族介護者の在宅生活がより良い状態
で延伸するためには、家族介護者に対しても積極的な支援を企画する必要があり、その内
容は多岐にわたるべきであり、重要性は極めて高いことが明示されたと考える。 
